
政府系⾦融機関における「経営者保証に関するガイドライン」の活⽤実績（令和7年度上期）

商 ⼯ 組 合 中 央 ⾦ 庫 6,442 9,217 69.9% 507

⽇本政策⾦融公庫※ １ 36,367 67,606 53.8% 658

合計 42,809 76,823 55.7% 1,165

※１ ⽇本政策⾦融公庫は、中⼩企業事業・国⺠⽣活事業の合計。
※２ ①②③は、⽇本政策⾦融公庫（国⺠⽣活事業）の個⼈向け融資を除いた⻑期融資全体に占める割合、件数をいう。
※３ 令和7年度上期の「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合」と「有保証で適切な説明を⾏い記録した割合」の合計は商⼯組合中央⾦庫︓100％、⽇本政策⾦融公庫︓100％。
※４ 令和7年度上期の法⼈のみの「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合」は商⼯組合中央⾦庫︓69.9％、⽇本政策⾦融公庫︓53.8％。
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